Tax and Insurance Premiums as Financial Resources for Social Security (Japanese) by IWAMOTO Yasushi
%1



















概  要 





歳入一体改革の期間後に 2025 年にかけて GDP の 1.5％弱の公費負担の増加が予測され，
















ここに記して感謝の意を表したい。 - 1 - 
























                                                  
1  本稿で議論されていない社会保障負担の制度設計の論点については，岩本(2007b)で検討
されている。 - 2 - 
２  社会保障の財源調達方式 
 






  『国民経済計算』 （内閣府）を用いて，社会保障の財源と給付の現状を見ていこう。社会
保障の給付としては，社会給付として，社会保障基金から給付される「現金による社会保
障給付」 ， 「現物社会給付」 （両者を合わせて「社会保障給付」と呼ぶ）と中央・地方政府か
ら給付される「社会扶助給付」をとる2。社会保障制度のなかで社会保険制度をとるものが
社会保障基金に分類される。図１は，2006 年度の計数の関係を示したものである。社会保
障給付と社会扶助給付の合計は 87.3 兆円である。 社会保障基金からは社会保障給付 79.9 兆
円が支出されるが，その内訳は，現金給付が 47.8 兆円，現物給付 32 兆円となり，前者の
多くが年金給付，後者の多くが医療・介護給付になる。中央政府・地方政府からの移転を
控除すると，社会保障基金からの支出は 56.7 兆円となる。社会保険の負担とされる現実社
会負担は 52.3 兆円である3。これは「国民負担率」 （財務省）を計算する際の社会保障負担
となる。 
  中央政府と地方政府は，社会扶助給付と社会保障基金への移転で 30.6 兆円を支出してい
る。この 30.6 兆円は，歳出・歳入一体改革で 2006～2011 年度の５年間に 1.6 兆円の削減
が予定された国・地方の社会保障費に，概念的にほぼ対応する。 




                                                  





者社会給付」に含まれる公務災害補償（2006 年度で 113 億円）のように本来，社会保障に
含まなければいけない支出が本稿では除外されることになる。 
3  無基金雇用者社会給付に対応する雇主の帰属社会負担は除外して， 現実社会負担をとりあ
げている。 - 3 - 
 
2.2  社会保険の公費負担 
  社会保険制度の財源には保険料だけでなく，公費が投入されている。公費負担の仕組み
は制度ごとに異なり，複雑である。概略は以下のように整理される。 
（１）  公的年金 
  1985 年の年金改正で基礎年金が導入されたときに，給付費の３分の１が国費負担とされ
た。2004 年改正で，段階的に国庫負担を引き上げ，2009 年度までに安定的な財源を確保し
て，２分の１に引き上げるものとしている。 
（２）  医療保険 






業労働者が加入する政府管掌健康保険に対して， 給付費の 13％， 後期高齢者支援金の 16.3％
の国庫補助がある。 
（３）  介護保険 
  給付費の 50％が公費負担となる。在宅サービス給付は，国が定率負担（20％） ，調整交付
金（５％） ，都道府県が 12.5％，市町村が 12.5％の負担となる。施設サービス給付は，国の
調整交付金分がなく，かわりに都道府県の負担が 17.5％となる。40～64 歳の第２号被保険
者の負担する介護納付金には，それぞれの加入する医療保険に応じた国庫補助がある。 
（４）  雇用保険 
  雇用保険による失業等給付には，求職者給付，就職促進給付，教育訓練給付，雇用継続
給付があるが，このうち一般求職者給付に 13.75％の国庫負担等がある4。 
                                                  
4  その他の国庫負担は下記の法令の通りである。 







３  雇用継続給付については，当該雇用継続給付に要する費用の８分の１」 
  同法附則第 10 条第１項「国庫は，第 66 条第１項及び第 67 条前段の規定による国庫の負- 4 - 
（５）  労災保険 
  全額事業主負担の保険料が主たる財源であるが，一部の国庫補助がある5。 
 













2.3  最近の動き 












                                                                                                                                                  
担については，当分の間，これらの規定にかかわらず，これらの規定による国庫の負担額
の 100 分の 55 に相当する額を負担する。 」 
5  労働者災害補償保険法第 32 条「国庫は，予算の範囲内において，労働者災害補償保険事
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３  社会保障の財源調達の長期的見通し 
 
3.1  一体改革から 2025 年まで 
  ３節では，将来に増加する社会保障費用の財源調達の課題を，現在の政府で議論されて
いる財政健全化への取り組みとあわせて評価する。その際には，時間的視野が異なる議論
を時間軸上に整理することが有益であり，3.1 節では 2025 年まで，3.2 節では 2025 年から
2050 年までをとりあげる。 
  2006 年の「骨太の方針」で歳出・歳入一体改革がまとめられたときに，財政再建の時間
軸が設定された。 
「第Ⅰ期」は，小泉政権期。 「第Ⅱ期」 （2007～2011 年度）は一体改革の期間で国・地方を
合わせた基礎的財政収支の黒字化が目標とされる。 「第Ⅲ期」 （2010 年代半ばまで）の目標




方政府に相当する。社会保障費の国 1.1 兆円，地方 0.5 兆円の削減の数値目標は，公費負担
の削減に相当する。社会保険料や社会保障の給付全体は社会保障基金に属するので，一体
改革の対象外である。 
  2011 年度以降の社会保障の財源調達の問題は，2007 年 10 月の経済財政諮問会議の民間
議員資料「給付と負担の選択肢について」で，2025 年度までの財政運営の議論がされてい
る。これらの期間は，いわば「第Ⅳ期」と呼ぶことができるだろう。 
  しかし， 高齢化による財政問題は 2025 年で終結しない。 『将来推計人口』 （国立社会保障・
人口問題研究所）で示されているように，高齢化率は 2025 年以降も上昇を続ける。したが
って，社会保障給付の財源調達はもっと長期の視点をもって考えていかなければいけない。
例えば，欧州連合では 2006 年に，2050 年までの社会保障，教育等の人口に依存する財政
支出の予測をおこない，財政の持続可能性を検証する作業をおこなっている（European 
Commission, Directorate-General for Economic and Financial Affairs, 2006）7。わが国
                                                  





7  将来の支出の推計は，Economic Policy Committee and European Commission (DG 
ECFIN) (2006a, 2006b)で，その前提は Economic Policy Committee and European - 7 - 
でも， 「第Ⅴ期」として，2050 年までの長期の視野をもつことが有益である。これは，3.2
節で検討する。 
  2025 年までで社会保障基金を除く国・地方で必要な財政収支の改善幅は，概要として以
下のようにまとめられ，図２のように整理できる。 
（１）  2007 年度から 2011 年度までに，国・地方の基礎的財政収支の黒字化のための「要
対応額」は，16.5 兆円（GDP の約３％）である8。 
（２）  2011 年度以降の社会保障の公費負担の伸びを相殺する収支改善が必要である。
2006 年５月の厚生労働省の推計では 2025 年度の社会保障負担を公費と保険料に分割して
示していない。岩本・福井(2007)で使用された医療・介護保険財政モデルの 2008 年４月版
による概算では， 2015 年度までで GDP の約 0.5％， 2025 年度までで約１％程度となる （詳
細は 3.2 節でのべる） 。 




  表２は，厚生労働省が 2006 年５月に公表した社会保障給付費と負担（対 GDP 比に換算
して表示）の将来予測を示したものである。2025 年度の社会保障給付費（対 GDP 比）は
19.1％と，2006 年度の 17.5％から 1.6％ポイント上昇する。内訳を見ると，年金は 2004
年改正でマクロ経済スライドが導入され， 将来の給付削減が予定されていることから， 9.2％
から 8.8％へと，むしろ低下する。一方で，医療は 5.4％から 6.5％へと伸び，介護も 1.3％




3.2  2025 年から 2050 年まで 




                                                                                                                                                  
Commission (DG ECFIN) (2005a, 2005b)に示されている。 
8 2007 年度予算政府案が編成された 2007 年末に経済財政諮問会議に提出された内閣府資
料では，2008 年度から 2011 年度までの要対応額は 13 兆円程度（GDP の約２％）と試算





2025 年以降については， モデルでは費用の伸び率は賃金成長率に等しいと想定して， 医療・
介護費用が増大し続けていくという設定はとらないことにした。 




担となるが， 65 歳から 74 歳までの給付費は全額保険料を財源とする計算になっているため，
公費負担が過小推計，保険料負担が過大推計になる。介護保険でも同様に，国保からの介
護納付金にも公費負担が存在するが，これも考慮していない。 
  図３は，高齢者医療と介護の公費負担（対 GDP 比）の 2050 年までの推計を示したもの
である。高齢者医療は 2006 年度の 0.9％から，2050 年度の 2.69％まで上昇する。介護も
0.51％から 2.13％まで上昇する。上昇幅はそれぞれ 1.79％ポイントと 1.63％ポイントと，
接近した値となる。 ３節の図２に当てはめるように， 2011 年度から 2015 年度までの医療・
介護を合わせた公費負担を計算すると GDP の 0.27％の上昇，2015 年度から 2025 年度ま
では 1.04％の上昇となる。図２では，0.5％単位でまとめたため，前者を約 0.5％，後者を
約１％と表現した。2025 年度から 2050 年度までの医療・介護を合わせた公費負担を同様
にまとめると， GDP の約２％ （シミュレーションでの数値としては 1.89％） の上昇となる。 








10  「給付と負担の選択肢について」では，2011 年度から 2025 年度までの医療・介護の公
費負担の増分に対応する収支改善額を GDP 比の 1.4％と推計している。 「給付と負担の選択
肢について」では，収支改善策をとると，所得の減少から税収の減少を招いて，実際の収
支改善幅が小さくなることを織り込んでいる。このことから，歳出増よりも大きな収支改
善策が必要となる。一方， 「給付と負担の選択肢について」では 2011 年度以降，財政制度
等審議会の推計は 2007 年度以降なので，前者の方の歳出増が小さくなる。両者の効果は相





  図４は，高齢者医療と介護の保険料負担（対 GDP 比）の 2050 年までの推計を示したも
のである。高齢者医療は 2006 年度の 2.02％から，2050 年度の 4.27％まで上昇する。介護
は保険料と公費が 50％ずつの負担と考えているので， 公費負担と同様に， 0.51％から 2.33％
まで上昇する。 若年者 （65 歳未満） の医療保険料は逆に低下傾向にあり， 2006 年度の 2.2％
から 2050 年には 1.86％に低下する。2025 年度から 2050 年度までの医療・介護合わせた
保険料負担は，GDP の約２％（シミュレーションの数値としては 1.91％）上昇する。 
  公費負担と保険料負担を合わせた医療・介護保険の給付費は，2025 年から 2050 年にか
けて，GDP の約４％上昇すると推計される。この財源調達の課題が，現在考えられていな
いが，重要な課題である11。 
                                                                                                                                                  
当てはめているが，正確な比較とはなっていないことに注意する必要がある。 
11  持続的に上昇する医療・介護費用を均衡財政方式で財源調達すると，将来世代ほど重い
負担を負うことになる。Fukui and Iwamoto (2006)，岩本・福井(2007)では，負担の平準
化を図るために医療・介護保険を積立方式で運用する選択肢を検討している。 - 10 - 
４  基礎年金の税方式化をめぐる議論 
 









生活保護  税を負担したかどうかを問わず，低所得者に給付をする 
税方式（所得制限のない場合）  税を負担したかどうかを問わず，全員に給付をする12 





る。逆選択の問題から終身年金市場が存在しなくなる（Diamond, 1977, Eckstein, 
Eichenbaum and Peled, 1985） ， 近視眼的な個人が退職後の貯蓄をおこなわない （Diamond, 







                                                  
12  税方式での年金給付を高所得者では削減する提案もあるが，そのような制度は生活保護
に近くなるので，所得制限のない制度を対比の対象とした。 













  その他，両方式の違いと指摘される点で，本質に影響がないものに，以下の３点がある。 
























  わが国における社会保険料の帰着は，主として事業主負担に着目して研究が進められて- 12 - 
おり， Hamaaki and Iwamoto (2008)， 岩本・濱秋(2006)， Komamura and Yamada (2004)，























































する政策の影響も，Auerbach, Kotlikoff and Skinner (1983), Auerbach and Kotlikoff 
(1983)等の多期間世代共存モデルのシミュレーション分析がおこなわれ， 改革以降の世代の
経済厚生を改善することが示されている15。 
（２）  資本課税を通しての影響 
  賃金税から消費税へ移行した直後では，退職世代は新たな税負担が発生する。これは，
                                                  
13  消費税を選択するときに，所得税では公平な負担が担保できないという判断がされてい
れば，この部分でも政府の失敗が相当に深刻であると考えていることになる。 
14 Ihori  (1987)は，現役時と退職時に課される定額税を変化させる政策の影響を扱っている。
現役時の税を減らす政策の分析を，賃金税から消費税への移行と本稿では読み替えている。  
15  賃金税から消費税への移行は直接分析されていないが，賃金税への移行と消費税への移
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５  結論 
 





歳出・歳入一体改革の期間後に 2025 年にかけて GDP の 1.5％弱の公費負担の増加が予測





















                                                  
16  具体的な制度設計は，岩本(2007a)，岩本・福井(2007)で検討されている。 - 17 - 
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１．社会保障給付 23,716.7 28,577.2 52,293.9 79,860.5
　　（１）特別会計 16,404.8 16,683.8 33,088.6 43,855.2
　　　　　ａ．厚生保険（除児童手当） 13,563.9 13,563.9 27,127.8 26,342.2
　　　　　　　（ａ）健康保険 3,072.2 3,072.2 6,144.4 4,095.5
　　　　　　　（ｂ）厚生年金 10,491.7 10,491.7 20,983.5 22,246.7
　　　　　ｂ．国民年金 0.0 1,870.6 1,870.6 15,317.1
　　　　　ｃ．労働保険 2,799.2 1,231.8 4,031.0 2,161.2
　　　　　　　（ａ）労災保険 1,025.2 0.0 1,025.2 888.6
　　　　　　　（ｂ）雇用保険 1,774.0 1,231.8 3,005.8 1,272.5
　　　　　ｄ．船員保険 41.7 17.5 59.2 34.7
　　　　　　　（ａ）疾病給付 21.5 14.9 36.4 25.6
　　　　　　　（ｂ）年金給付 13.2 0.0 13.2 6.8
　　　　　　　（ｃ）失業給付 2.6 2.6 5.2 2.3
　　　　　　　（ｄ）その他 4.4 0.0 4.4
　　（２）国民健康保険 0.0 3,913.8 3,913.8 8,250.2
　　（３）老人保健医療 10,244.7
　　（４）共済組合 3,168.9 3,161.0 6,329.9 7,440.2
　　　　　ａ．国家公務員共済組合 744.3 747.9 1,492.3 1,906.7
　　　　　　　（ａ）短期経理 226.7 232.3 459.0 240.4
　　　　　　　（ｂ）長期経理 517.6 515.6 1,033.3 1,666.4
　　　　　ｂ．地方公務員共済組合 2,152.9 2,132.8 4,285.7 5,024.9
　　　　　　　（ａ）短期経理 623.7 628.9 1,252.6 725.9
　　　　　　　（ｂ）長期経理 1,529.3 1,503.8 3,033.1 4,299.0
　　　　　ｃ．その他 271.7 280.3 552.0 508.6
　　　　　　　（ａ）短期経理 94.4 94.4 188.8 103.1
　　　　　　　（ｂ）長期経理 177.3 185.9 363.2 405.5
　　（５）組合管掌健康保険 3,301.8 2,665.2 5,967.0 3,169.3
　　（６）児童手当 207.4 0.0 207.4 803.1
　　（７）基金 43.9 0.0 43.8 211.9
　　（８）介護保険 589.9 2,153.4 2,743.3 5,886.0
２．社会扶助給付 7,415.9
　　　　　うち恩給 990.0
　　合        計 23,716.7 28,577.2 52,293.9 87,276.4
出所）『国民経済計算』（内閣府）
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表２　社会保障の給付と負担の見通し（2006年５月推計）
2006 2011 2015 2025
（対ＧＤＰ比）
社会保障給付費 17.5% 17.7% 18.4% 19.1%
　年金 9.2% 9.1% 9.4% 8.8%
　医療 5.4% 5.4% 5.9% 6.5%
　福祉等 2.9% 3.0% 3.3% 3.8%
　　うち介護 1.3% 1.5% 1.6% 2.3%
社会保障負担 16.1% 17.0% 18.1% 19.4%
　保険料負担 10.5% 11.0% 11.6%
　公費負担 5.6% 6.1% 6.5%
その他支出 16.0% 16.0% 16.0% 16.0%
潜在的国民負担 32.1% 33.1% 34.1% 35.4%
（2006=1）
社会保障給付費 1.01 1.06 1.09
　年金 0.99 1.02 0.95
　医療 1.03 1.10 1.21
　福祉等 1.05 1.13 1.33
　　うち介護 1.11 1.28 1.72
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